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独占段階と協同組合
—消費者協同組合の存立条件と存立基盤について―
生田 靖
はじめに
資本主義の独占段階はさまざまな矛盾を噴出させる。硯在，有害食品をめ
ぐって，独占価格をめぐって，さらには物価問題をめぐって消費者の生活防
衛闘争＝消費者運動は，この矛盾の一噴出形態である，といえる。だが，ゎ
が国の全国各地で湧出しつつあるさまざまな消費者運動あるいは住民運動が，
反独占運動として，とくに経済的な側面で真に有効性をもちうるためには，
協同組合運動への結実，既存の協同組合運動との連帯への展望がぜひ必要で
ある，と考える。
しかし，現状ではこの消費者運動と協同組合運動との相互関係の課題につ
いては，まだ現実的，理論的な検討が十分なされているとはいえない。本稿
はこの研究分野の一端に資するため，資本主義の独占段階における市場条件
の変化動向をふまえて，消費者運動と関連させつつ，とくに消費者協同組合
の存立条件と存立基盤について検討したものである。
なお本稿はさきの小稿「消費者協同組合の成立過程」（「商学論集」第巻号）
の続編をなすものであり，前稿と同じく桑原正信編「現代農業協同組合論」
第 1巻，所収第2章「資本主義の発展と協同組合の展開」の一部について，
加筆，削除したものである。
1 独占段階と市場変化
独占段階において商品流通＝市場条件がいかに変化するかを簡単にまず指
摘しておこう。
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第 1点，独占段階に至ると，すでに資本主義の発展過程で出硯したいわゆ
る「市場問題」がますます激化する。生産と消費とのギャップはさらに拡大
し，両者の隔絶を決定的にしてしまう。いうまでもなく，独占資本による生
産・資本の集積・集中はたしかに全般的な生産力，資本力の増大・強化に結
ぴつくが，このことは生産面における効果となって，自ずから大量の商品を
生産し，膨大な商品量を市場に投げ込むこととなる。
しかも，独占資本の出硯によっても，市場での販売競争は決して止むわけ
ではない。盲目的な生産競争を通じて生産独占間の，あるいは生産独占と非
生産独占との間の市場シェアーをめぐる販売競争は，むしろ従前より一層激
化する傾向さえもっている。資本の論理からすれば，個別独占がその市場競
争に十分対応し，打ち勝っていくためには，より巨額の資本量を準備して新
しい機械，施設を採用したり，経営の合理化を進めていく必要に迫られてく
る。これは必然的に労働者からの収奪強化でもある。したがって，このゆき
つくところ巨額な資本が固定施設の新設，改善に投下される。このような，
いわば巨大な資本の固定化は資本の流動性を困難にするばかりでなく，有機
的構成の高度化をうながし，当然，利潤率の低下へと結びつく。
生産独占は，自己の固定施設の維持あるいはその道徳的摩減に対応してい
1) 
くためにも，固定施設をフルに操業し，それを継続していくことで，ますま
す大量の商品を生産し，それを市場で実現しなければならないのである。ま
た，有機的構成の高度化は利潤率の低下を招来するので，この面においても
生産量の拡大＝大量生産の方法をとって，その低下傾向をカバーせざるをえ
ない。
しかるに，この膨大な商品大量が市場で実硯されねばならない，生産の対
極にある消費条件はどうであろうか。後でもみるごとく生産独占が生産する
商品価格は市場の寡占状態に依拠する管理価格＝独占価格である。この独占
価格を市場で実硯することによって利潤率の長期極大化を追求する。しかし
それは，最終的には一般消費者や非独占部門からの収奪を計画的に強化する
1)ハインリックス・鈴木武訳「独占的商業の理論」 p.42
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ことによってしか，達成しえない。消費者や小商品生産者に対するこの種の
収奪強化は，これまた必然的に，消費市場の制限・非独占部門の蓄積の制限
に結果する。それは市場拡大を抑制し，生産力と市場限界との矛盾は激化す
2) 
る。独占資本の商品生産の順調な拡大は消費市場の大きな壁にぶち当るわけ
である。すなわち，生産と消費のギャップはますます拡大せざるをえない。
第2点。生産独占は独占価格を設定し，それを市場でスムースに実現する
ために生産過程のみでなく流通過程も掌握しなければならないという必然的
3) 
条件は， 「利潤範疇」を変化させる。自由競争の段階では，資本はまず生産
過程を決定的に掌握することによって，直接生産過程で利潤を抽出した。
生産，資本の集積・集中がさらに進行すると，それにともなって企業規模
はますます拡大する。個別企業の企業規模の拡大によってある商品を生産し，
市場で販売しうるための，それが可能な最低限の施設規模は大きく底あげさ
れる。このことはその生産部門への自由な資本参入＝商品生産の可能性に対
4) 
して障壁が生ずることを意味する。資本参入の障壁が高ければ高いほど（生
産・資本の集積・集中はこの障壁をますます高くする）自由な市場競争は制
限され，いわゆる寡占的市場が形成されていく。このような寡占市場の形成
過程を通じて，さらに独占資本は生産過程の浸透から流通過程の掌握へと進
出していく。つまり独占資本進出の第二段階として独占資本が流通過程への
5) 
支配へと向うのである。これはさきにものべたように生産独占がその商品に
独占価格を設定し市場で実現しなければならないための，必然的過程でもあ
る。流通過程を掌握していけば従来のような単に直接的な生産過程からの利
潤抽出のみならず，流通過程からの利潤抽出が一般化し，これが独占利潤確
6) 
保の重要な手段となるのである。
2)北原勇稿「独占体の市場支配と管理価格」（「新マルクス経済学講座』第3巻， p.209)
3)鈴木武稿「独占の市場支配と商業資本」（森下二次也編『マーケッティング経済論』
（上）p.79)
4)北原，前掲稿p.193
5)橋本勲「現代商業学」 p.70
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さて，第 3点として注目されるべき点は市場価格構造の変化である。生産
独占はすでにふれたように，その巨大で強力な資本力と市場支配力とによっ
て，また他の独占との「暗黙の了解・協調」を通じて管理価格＝独占価格を
決定することが可能な条件におかれることとなる。具体的にはある商品価格
について，個々の独占的企業の中からプライス・リーダーがあらわれる。そ
のプライス・リーダーの決定価格に， 2 • 3の同じ独占的企業が価格追随を
するかたちをとって独占価格が市場で一般化し，ここに価格指導性（プライ
7) 
ス・リーダーシップ）が確立するに至る。
しかもそのような価格決定過程をとってきまった管理価格＝独占価格の場
6)独占的企業による流通過程からの利潤抽出については，つぎのいくつかの態様を指
摘しうるであろう。
（イ） 生産独占が生産する商品を市場において独占価格で販売することによって，そ
れを購入する消費者から利潤がひき出される形態である。消費者大衆は独占利潤
と莫大な流通コストを含んだ独占商品の購入を余儀なく強要され，それは当然彼
らのえた賃金部分に喰い込み，大きく収奪を受けることとなる。消費者大衆は本
来ならば正当に確保しえたであろう生活水準を，その収奪部分だけ実質的に切り
下げざるをえない。独占価格でもって購入することにおいて，それを甘受しなけ
ればならなくなるのである。
（口）独占資本の独占商品と非独占資本，すなわち多数の小商品生産者（農民・漁民
•中小零細企業者）の非独占商品価格とが市場で不等価交換されることにおいて，
あるいは非独占資本が独占資本の下請制度をとることによって利潤がひき出され
る形態である。この場合には小商品生産者はこの不等価交換や下請制度を通じて，
利潤部分を獲得することはおろか，自己の賃金部分までに喰い込まれてしまうこ
ともしばしば生ずがまたその結果，この種の収奪においては，とくに非独占的
企業に働く労働者に対して，いわゆる賃金の二重構造といわれる形態をとりつつ，
より過酷に作用することとなるのを見逃してはならない。
Vヽ）独占段階に至って一般化する金融寡頭制＝金融支配を通じた各階層全般を対象
としてひき出される利潤の形態である。とくに金融資本と国家政策とが一体とな
ってひきおこすインフレーションは，労働者や商品生産者が手に入れる賃金部分
の貨幣価値の下落をもたらし，そこから，おびただしい利潤が生み出されるので
ある（橋本，同上， p.68参照）
7)橋本，前掲書， p,81
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合，自由競争の段階においては，需要と供給という市場作用を通じてその価
格構造を伸縮的 (flexible)にしていったのに比べて，きわめて硬直 ‘(infle
xble)したものに変わる。つまり本来，生産性の上昇に見合って価格の引下
げが可能であり，また硯実性をもつにもかかわらず，生産独占間の操短操作
などで需給調整を構じたり，地下カルテルなどの方法をとって，とくに下方
8) 
硬直性をあらわにするのである。
2 生産独占の市場対応
以上に検討してきた独占段階における流通ー市場条件の変化は生産独占の
市場対応行動の過程から出現した変化である。もっとも生産独占はこの変化・
動向を常に自己に有利な方向へと追求する行動をとる。すなわち，生産独占
は必然的に惹起する生産と消費のギャップを可能なかぎり埋めつつ，市場で
管理価格＝独占価格をスムースに実硯するためにも，その結果として流通価
格から膨大な独占利潤を抽出するためにも，さらにまた独占価格の下方硬直
化を継続的に維持するためにも，ひきつづき有効な手を打ち，適切な市場対
応手段を構じていかねばならない。
以下，生産独占の市場対応行動について，協同組合の存立条件をみるのに
必要なかぎり若干ふれることとしたい。
まず第 1に，生産独占の市場支配のもっとも具体的な形態としてあらわれ
. 9) 
るのは商業資本をしだいに排除していく方向である。
商業資本は，流通過程で個別独占の利益＝販売代表者として機能するわけ
ではなく，資本として独自の機能，すなわち売買の社会化という機能を果す
のであるが，流通＝販売機能を商業資本の手に従来のままゆだねていては，
生産独占は自己の生産した商品に自由に独占価格を設定して市場で実現する
ことが不可能となるからである。
つまり生産独占は独占価格を市場で実現し，独占利澗を恒常的，継続的に
8)橋本，前掲書， p,81
9) 同上 書p,77
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確保するためには，なんらかのかたちで流通過程に直接自己の手をそめねば
ならなくなる。このために 2つの方策をとる。 1つはその独占商品を直接消
費者に結びつけて販売するための販売組織を内部化する方法である。具体的
にはしばしば直接販売部門や販売担当の別企業（子会社など）を設置する。
2つは，既存の商業資本に対する系列的支配を進め強めつつ，販売危険か
ら生ずる負担の一部を系列化したそれらの商業資本に分散するという形態を
10) 
とって，マーケット・チャンネルを一定化する方法である。このような生産
独占による商業資本の系列化が確立すると，商業資本はその独自の販売機能
11) 
を奪われ，商業資本の基本的性格を喪失して手数料商人へと変質する。
しかし，独占価格が実現されねばならない流通過程の最末端は（とくに消
費財の場合には）多数の零細な分散した需要であり，個別独占による直接的
販売部門の内部化や商業資本の系列化という方策のみでは，十分に流通支配
を確立することは到底不可能である。とくに前者の方法は個別独占にとって
好ましい方策とはいえ，その態勢をととのえるには，膨大な資本投下とその
固定化が必要となり，さらに販売危険の負担といった点からも問題があると
いえよう。そこで登場してくるのが，商業独占との事業協調・提携，あるい
は一体化である。もっとも商業独占は生産過程を担当する生産独占の販売担
当の要望をになって生成されてくるというものではない。生産独占の生産・
資本の集積・集中，それにもとずく商品の大量生産が，技術的にも経済的に
も流通過程の大規模化，資本の集積・集中を必然的なものとして要請すると
12) 
ころに，商業独占の成立の前提が存在するのである。また，商業独占が現実
化しうる条件は，すでに商業資本の機能の中に存在している。すなわち，商
業企業の場合には大規模取扱いの利益は顕著であるだけでなく，その大規模
による経営内部における企業の利益は商業労働時間を節約し，商業資本の存
立の根拠である社会的流通費用，流通時間を節約するからである。
10)風呂勉「マーケッティング・チャンネル行動論」 p.59
11)ヒルファーディング，林要訳「金融資本論」 p.372
12)荒川祐吉「小売商業構造論」 p.34
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したがって，商業資本間の競争は，産業資本の独占化と同一の論理をもっ
て，商業資本の集積・集中へとつきすすみ，生産の独占に対応する商業にお
13) 
ける独占を形成するのである。生産独占は，一方では，小売段階に成立した
百貨店やチェーンストアーなど，その他の商業独占と直接販売パイプをつな
ぎ，流通コストを節減しながら独占利潤の一部をそれらの商業資本に分与し
つつ，独占価格の実現をめざすわけである。他方で，主として生産過程と密
接した卸売段階に成立し，多くの場合，生産独占と同一資本系列に属し，巨
14) 
大な金融資本の一分脈として， 「流通過程において機能する金融資本の一部」
以外の何ものでもない商業独占に自己の生産する独占商品の販売をゆだね，
この商業独占は独自に系列化しているマーケット・チャンネルを利用して独
占価格の実現をはかるのである。
3 経済的弱者と市場条件の変化
以上みてきたように資本主義の独占段階に至ると，社会的分業の発展・深
化がすすむなかで生産と消費の絶対的ともいいうる亀裂が発生し，市場問題
はさらに激化する傾向をたどる。この過程で生産独占は独占利潤を恒常的に
確保しつつ，その市場問題を解決するために，さまざまな市場支配の態様，
市場対応行動をとる。それが市場条件をさらに変化させ一層市場問題を激化
させていくわけである。だがしかし，ここで注目すべき重要な視点は，この
ようにして生ずる市場条件の変化は，常に独占的企業にとって有利な方向，
すなわち独占価格の実現＝独占利潤の抽出休制を強化する方向で解決しよう
とする過程でひき起こされるものである。その反面，独占価格の実現の対象
となる一般消費者大衆や小商品生産者などは，独占資本のいけにえにまつり
あげられることを意味する。
ところでこのように利潤抽出装置の対象となる消費者大衆や小商品生産者
は必然的に自分たちのおかれた経済的弱者としての立場を通じて，ある側面
13)荒川，前掲書p.35
14)ハインリックス，前訳書pp.35-36
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では共通の利害を認識し合い，このような事態に可能なかぎり有利に適応す
る方向を求めたり，さらには団結して強く反抗する姿勢を強めたりすること
となろう。だがその反面，かなり長期的にみれば，一応，経済的弱者一般と
して利害の共通性をもつとしても，そこには階層差を包含している。したが‘
って目さきの利害関係や期待では必ずしもびったり一致しえないばかりでな
く，お互いに対立し合う場合もないではない。その結果，独占資本の市場支
配の中に埋没してしまう場合も多いのである。
協同組合を組織する主体は資本主義経済社会において一般に経済的弱者と
して把握される消費者大衆，小商品生産者であるから，独占段階の市場条件
の変化と関連させれば長期的には利害関係が共通する前者の条件こそが協同
組合の組織化と存立の主体的条件であると理解しえよう。
しかし，後者で指摘したような，それに対する攪乱・阻害条件も存在する
ことを否定しえないので，その点も十分配慮する必要があろう。
以下このような要因＝条件にも注目しつつ，協同組合の存立条件と存立基
盤について考察をすすめることとする。
4 消費者協同組合の存立条件と存立基盤
独占段階に至ると，すでにみたように市場条件はもっばら独占的企業の都
合のよい方向へと変化する。この市場の荒波の中で消費者協同組合がその存
在意義を発揮しなければならないのである。その場合，協同組合はその本来
的性格からきぴしく対決を迫られる側面をもつとともに，経営休，事業体と
して市場条件の変化に適応していかねばならない側面とのいわば矛盾した両
面をもつことになる。
まず前者について検討しよう。
第 1に，生産独占が自己の生産する商品に独占価格を設定し，それを市場
で実現すること，すなわち一般消費者がその独占商品を購入することは，と
りもなおさず，彼のえた賃金部分＝生活資金が価格面で収奪を受けることで
15)ハインリックス：鈴木訳前掲書p.94
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15) 
ある。一般消費者は「再販価格」や「カルテル価格」で購入することを余儀
なくされ，多くの場合，購入選択の余地がほとんどなくなっているわけであ
るから，生産独占による市場を通じた消費者の支配，従属関係が成立してい
16) 
るともいえる。
このような市場実態のもとで，消費者協同組合のかかげる「公正な価格」
で商品を組合員に供給するという運営原則は大きな壁にぶちあたることにな
るであろう。独占価格は「公正な価格」からはほど遠いからである。消費者
は独占価格によるこの種の収奪についてその実態を知れば，当然反発をつよ
めることとなろう。ここに独占価格に対する抵抗形態をとった消費者運動が
必然化する条件が熟する。ただ消費者一般大衆は烏谷の衆であり，そのよう
な抵抗運動を組織化し，恒常化し，有効化しうるまとまりに欠けるうらみが
ある。また常にこの種の運動の盛り上りに対しては分裂工作が目に見えない
武器で続けられる。その結果，個々の消費者の自覚に触発された抵抗運動と
いえども，どうしても一時的，単発的，臨時的，分散的になりがちであり，
所期の目的を十分達しえない場合が多い。このような弱点をカバーし，恒常
的・定着的・集中的な抵抗運動として組織化し，実のある反独占運動へと質
を高める役割が消費者協同組合に求められることとなる。ここに消費者協同
組合の一つの重要な存立条件が存在する。また消費者協同組合がまずとり組
まねばならない主要な機能でもある。
ところで第2に，生産独占による消費者収奪の形態は，単に独占価格によ
る価格からの収奪のみに終るわけではない。周知のごとく製品差別化政策を
中心に，種々のマーケッティ．ング手段を構じて，消費者の購買判断能力をま
ひさせ，購買商品の選択を制限して，この面においても収奪をつよめるので
ある。とくに商品の本来的な使用価値そのものではなく，色彩とかデザイン
とかスクイルとか包装など，商品の内実とはあまり関係のない付随的な使用
価値の差別化を強調することで，消費者心理を巧妙に利用した収奪，つまり
16)小谷正守稿「消費者問題とマーケッティング」 （前掲『マーケッティング経済論』
（上）所収， p.208) 
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無内容な形式的，表面的な差別化によって消費者心理を操縦することで，消
17) 
費者の正確な商品選択をまどわせ，消費者を欺睛する収奪が加わるのである。
さらには，商品の耐久性や安全性などの目に見えない品質を軽視し，消費
者の長期的利益や生命や健康についてもっとも重要な部分をおろそかにした
18) 
ごまかし商品や公害商品が横行することにもなる。このようにして行なわれ
る独占資本の市場拡大＝消費者の購入は，人間の本来的な欲望の開花，生活
様式，生活習慣の真の進歩に基づくものではなく，歪められた欲望であり，
19) 
強制された浪費であり，人間疎外の進行以外のなにものでもない。
以上のような市場実態，消費強制に対してもまた，消費者協同組合のかか
げる「純正な良質の」商品を組合員に供給するという運営原則が一つの障害
にぶち当たることとなろう。いずれにしても消費者の個々的な対応だけでは
独占資本の市場支配の中に埋没してしまう。消費者協同組合はこのような商
品にメスを入れ，その欺睛性をあばき，必要な場合は不買運動に組織化し，
「純正・良質な」商品のみを取扱うことで，組合員を含めた消費者大衆の利
益をまもりつつ，真に人間らしい生活を求めていくというところに消費者協
同組合の存立条件を見出すのである。
しかし以上のような消費者協同組合がもたねばならない抵抗的側面のみが
現実に全面化するわけでない。それが消費者協同組合の存立しうる積極的な
条件であるとしても，またその存在価値を発揮しうる道程であるとしても，
経営事業休として存在している以上，他の商業企業との市場競争関係からの
がれることはできない。このことは以下に指摘するように市場条件への適応
的側面としてあらわれるが，それはとりもなおさず消費者協同組合の経営事
業休としての性格に起因するものである。消費者協同組合の組織主体は一般
消費者大衆ではあるが，購買力をもった消費者，すなわち消費者の購買力に
裏付けられた消費需要の組織化においてはじめて経営事業休としての存立が
可能となるのである。しかもさらに消費者協同組合が経営事業体として存立
17) 18)橋本，前掲書， pp.91-92
19)北原，前掲稿， p.211
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しうるためには，組合員経済とのつよい密着性が要求される。組合員経済と
の密着性を喪失した場合，消費者協同組合としての存在価値が問われること
になると言い換えてもよい。
ところで消費者協同組合が経営事業休として存立する，すなわち，他の商
業企業との市場競争関係において存立せねばならないということは，さきの
市場条件の変化と関連させていえば，この市場条件の変化に対応しつつ，経
営体としての機能を追求する必然性に迫られることを意味しよう。いわば与
えられた市場条件をその存立条件としてわがものにしつつ，それにも適応し
ていかざるをえない方向性をもつわけである。このような消費者協同組合が
経営事業体としてたどる市場条件変化への適応性について，つぎの 2点が注
意さるべきであろう。
まず第 1は消費者協同組合は比較的広範な消費者＝組合員の消費需要の一
部なりとも，曲りなりにも組織化し，大量化するという点とのかかわり合い
である。消費者協同組合の主要な機能は組合員の必要とし需要する消費生活
物資をできるだけ統一的に把握して，その組織の力を支えに価格交渉力をも
ち，共同購入という形態でのスケール・メリットを追求し，達成するところ
にある。いわば組合員の消費需要を大量化し組織化することは，重要な機能
ではあるが，組合員経済の安定と発展をはかるという目的の一つの手段にす
ぎない。その手段を店舗供給という形態をとるか注文供給と形態をとるか，
いずれにかかわらず消費者協同組合の流通機能にとり込み，商品と組合員経
済とのパイプをつなぐことで目的を達成しようとする。例えば食料品の場合
でいえば，消費者協同組合が良質で新鮮で安全な食料品を公正な価格，安価
な価格で組合員に供給するというメリットは，このような形態をとって達成
される。
ところが消費者協同組合が達成しようとする目的の一つの手段であるにす
ぎない，組合員の消費需要の大量化，組織化という機能は，個別独占がその
生産した商品を独占価格において実現するために直接的に市場を掌握し，末
端の消費需要までにもパイプを打ち込もうとする政策に対してかっこうの条
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件をつくりあげるという硯実を見逃してはならない。
生産独占が直接手を下し作りあげようとする大量販売のための流通パイプ
は，消費者協同組合による大量需要というパイプと条件さえマッチすれば容
易に結びつき合う相互に好都合な条件を持つわけである。
このような結合可能性の条件を支えるものが生産独占の行なう製品の差別
20) 
性を強調した広告宣伝による需要創造である。しかもその商品差別化の強調
にもかかわらず，すでに大量生産システムの過程で，必然的に一般化してい
る商品の規格化，標準化，単純化という性格，いわゆる使用価値的制限の緩
21) 
和がこれを促進する。したがって，この両者の結合可能性はしばしば現実化
する。加えていえばその現実化＝両者の結合において消費者協同組合は経営
事業休としての安全性，発展性を与えられ約束されるともいえよう。その場
合に独占資本と消費者協同組合との両者の力関係の中で，中間利潤の部分の
相互取分と流通コストの負担部分との硯実的な割合がきまってくるのであろ
うが，いずれにしても，他の商業企業の流通介入を排除することで経営的に
は相互利益を求めうることになる。
つぎに第2は消費者協同組合の存立目的，経営目的と直接かかわり合いに
おける問題である。たぴたび指摘したように消費者協同組合は．その組成員
たる組合員に対してその生活基金＝生活水準に見合った純正・良質の安全な
生活必需品を公正なあるいは安価な価格で供給することを目的とする。消費
者協同組合自休この目的達成のための共同利用施設的性格をもつ。したがっ
て，一般の商業企業とは性格的に異なり利潤を唯一の経営目的とするのでは
ない。商業資本のように利潤を確保しなくても存立しえ，また経営を継続し
うる。実はこのことが生産独占が商業資本に対して系列化という手段を通じ
手数料商人化し，商業利潤を手数料という範疇に倭小化という条件設定とか
かわりあて，消費者協同組合に積極的な位置づけを与えるのである。生産独
占の「再販価格」の設定は末端消費段階での価格競争を制限するだけでなく，
20)橋本，前揚書， p.85
21)森下二次也「現代商業経済論」， p.290
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一面では安定的に手数料部分を与えることでもある。かくして大量に取扱う
ほどマージン部分（手数料）が多くなるというこの条件は消費者協同組合の
経営的安全性の確保を容易にする。このことから消費者協同組合は独占商品
の大量的取扱＝組合員への一方的供給という経営主義的推進の動機が派生す
るのである。
以上のべてきたことは，俗に「独占資本のパイプ化」といわれる協同組合
の市場条件適応的側面であり，さきの抵抗的側面とは全く対立するもの．では
あるが，存立条件として無視することはできない。なお独占的段階における
商業独占の出璃とそれによる市場条件の変化をふまえて，そこでの協同組合
の存立条件の可能性と限界についても検討する必要があろう。この点につい
てはさらに機会を得て論じたい。
